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作業プロセス、スケジュール（案） 

 

１．今年度のスケジュール（案） 

本年度は 3 回の重要海域抽出検討会を開催する。主な作業の手順および計 3 回の検討会におけ

る検討事項は下記のスケジュールフロー（下図）の通りである。 

 

時期 作 業 内 容 

H25  

9月 

 

10月 

 

 

11月 

 

 

12月 

 

 

H26 

1月 

 

 

2月 

 

 

3月 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

 

重要海域抽出 

検討会 

 

重要海域図および 

情報票の作成 

専門家の意見 

（都道府県など） 

反映 

図 平成 25年度の作業スケジュール（案） 

 

②専門家の意見収集 

・学会/学会の関連部会など

への意見照会依頼 

・各分野の専門家 （哺乳

類、魚類、鳥類、ベントス

類、ウミガメ類など）へのヒ

アリング 

・検討委員へのヒアリング 

重要海域（案） 

③第２回検討会 （12/19） 
・外部専門家等の意見による

区域線の修正案の検討 

 

⑤第３回検討会 （2/13） 

・重要海域の概ねの決定 
・情報票の検討 

 

反映 意見・修正の反映作業 
・専門家から得られた意見

の反映、図の修正等 

・検討委員より得られた意

見の反映、図の修正等 

 

重要海域及び情報票 

意見 

① 第１回検討会 （9/26） 
・重要海域の区域線作成のルー

ル等の検討 

・意見収集対象者/学会の検討 

・情報票項目の検討 

・作業工程の検討   など 

 

検討のための図作成 
・検討会で決定されたルー

ルに基づき、区域線（原

案）を作成 

 
 
 

 

 

 

抽出基準別情報図の作

成 

 

ヒアリング・意見照会 

重要海域（案）と情報票
（案）作成 
第 2 回検討会を踏まえた重

要海域（案）及び情報票（案）

の作成 

 

照会 

④意見照会 

・都道府県担当課 

・関係省庁など 

・重要海域（案）の作成 

 

最終的な修正作業 
⑤第 3回検討会の議論

及び⑥、⑦の意見照会

結果等を踏まえた重要

海域及び情報票の修正 

 

⑥情報票へ

の記述追加

意見 

・検討会後の

追加記述（検

討委員より）な

ど 

⑦意見

照会 

・都道府

県担当

課 

・環境省

の地方

事務所 

など 
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２．第 1 回検討会後の作業について 

（１）「区域線作成のルール」の決定 

重要海域抽出検討会委員全員の合意を得た「区域線作成のルール」を作成した（参考資料１）。 

 

（２）「専門家から収集した意見の検討会における取扱にかかる詳細ルール」の決定 

第 1回検討会で検討が必要とされた、専門家からの修正意見の取り扱いについて、「専門家から

収集した意見の検討会における取り扱いにかかる詳細ルール」（以下、「詳細ルール」）を決定した

（参考資料２）。 

 

（３）専門家の意見収集 

区域線作成のルールに基づき区域線（原案）を作成し、これに対して専門家等からの修正意見

を収集した。 

 

３．第２回検討会における検討について 

（１）第２回検討会における検討 

 専門家等から収集した修正意見をとりまとめ、区域線の修正案について第 2 回検討会で検討し

た（議事概要は参考資料 4を参照） 

 

４．第２回検討会後の作業について 

（１）第２回検討会における要検討箇所の確認 

第 2 回検討会にて重要海域（原案）の沿岸図、沖合表層図、沖合海底図それぞれについて、検

討委員より提案のあったものを反映した。また要検討とされたものに対して、メールなどを通じ

てご意見を伺い、それらを反映した。 

 

（２）関係省庁・都道府県等への意見照会 

委員の意見を反映したものを「重要海域（案）」とし、これらを関係省庁・都道府県等へ意見照

会を行った（平成 26年 1月 20日～1月 31日、2月 5日～2月 14日）。 

 

５．第３回検討会における検討及び今後のプロセスについて 

（１）第３回検討会における検討 

 第 2 回検討会の議論において確認が必要な箇所について検討を行う。また、都道府県等より寄

せられた意見の扱いについて検討を行い、重要海域を概ね決定する。また、情報票（案）につい

て検討を行う。 

 

（２）今後のプロセス 

 第 3 回検討会におけるご意見を踏まえ、また、第 3 回検討会後に寄せられた関係省庁、都道府

県、地方環境事務所等の意見をとりまとめ、これらについて重要海域抽出検討会委員にご検討、

確認などを頂いた上で、3 月末までに重要海域を決定する。同時にそれぞれの重要海域に付され

る情報票を決定する。 

 

重要海域及び情報票には、絶滅危惧種の生息・生育地の情報が含まれることから、引き続き来

年度にかけて公表内容の精査を行い、公表資料を整える等の作業を行う。 
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また、生物多様性条約第 11回締約国会議の決定 XI/17は、各国政府に対し、各国の管轄海域内

におけるEBSA基準等の当てはめに関する情報を条約内に設置されたレポジトリや情報共有メカ

ニズムへ登録していくことを要請していることから、資料の形式を整え、関係省庁と報告事項に

ついて調整の上、生物多様性条約事務局への提出を検討する。 

 

重要海域は、生物学的・生態学的な情報をとりまとめたものであり、生物学的生産性が高く生

物資源の有効利用のために重要な海域等も含まれる。このため、重要海域はそのまま規制等を含

む海洋生物多様性の保全施策（海洋保護区の設定等）を行う対象になるものではなく、保護・管

理の必要性と目的を勘案して保全施策を推進するための基礎資料となることが想定されている

（「海洋生物多様性保全戦略における重要海域の活用」については次ページ参照）。海洋基本計

画や生物多様性国家戦略 2012-2020に掲げた目標の達成に向けて、次年次以降、新たに、重要海

域の情報も活用して保全施策の検討を行うための作業を進めることとする。さらに、平成 23-25

年度の作業で抽出される重要海域は、現時点において入手可能な情報に基づいて抽出されるもの

であることから、今後の海洋生物多様性に関する知見の充実や海洋環境の変化を踏まえ、10年後

程度を目処として重要海域の見直しを行うものとし、その前の平成 32 年（2020 年）にも生物多

様性国家戦略 2012-2020に掲げた様々な目標達成状況のレビューの一環として点検を行う。 
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海洋生物多様性保全戦略における重要海域の活用 

重要海域の抽出の目的は、「我が国周辺海域における生物多様性の保全上重要度の高い海

域を明らかにし、予防的視点から効果的な保全を進め、もって海洋生物多様性の保全の推

進と持続可能な利用に資すること」とされている。その上で、抽出された重要海域の用途

として想定されていることは、以下の 4つの事項である。 

 

（１）海洋保護区の充実とネットワーク化の推進 

・重要度の高い海域を把握した上で、保護・管理の必要性と目的を勘案し、海洋保護区

を適切に配置することが重要である（第 5章 4.）。 

・生物多様性保全上重要度の高い海域とそれらの海域の保護・管理の必要性を明らかに

しつつ、必要に応じて我が国の数値目標の設定を検討することも重要である（第 5 章

4.）。 

・大きな空間スケールにおいても、適切な制度を活用した海洋保護区の効果的配置が重

要であり、重要海域の抽出とともに、既存の保護区の分布状況を把握した上で、そのネ

ットワークのあり方を検討し形成していく（第 5章 4.）。 

 

（２）地球温暖化など（注）により予測される影響への適応 

サンゴ礁などの沿岸や島嶼の生態系について、気候変動に対する脆弱性が高いと言わ

れているため、（中略）特に重要な海域を選定した上で、その他の人為的圧力を軽減す

るなど、効果的かつ順応的な保全管理を推進していく（第 5章 2.）。 

（注）地球温暖化に伴う海水温の上昇、海水面上昇や海流の変化、海洋酸性化や地球温暖化対策とし

て試みられる地球環境の意図的な操作等が生態系や生物資源に与える影響（第 5章 2.） 

 

（３）外洋域における適切な管理と環境配慮 

外洋域の船舶航行、廃棄物海洋投入処分、沖合漁業及び資源・エネルギー開発等の利

用活動については、生物多様性の保全上重要な海域の保全を図ることを踏まえたうえ

で、適切な管理と環境配慮が重要（第 5章 3.）。 

 

（４）社会的な理解及び多様な主体の参加の促進 

生物多様性の保全上重要度の高い海域や、希少な海洋生物の種等に関する情報を整備

することは、海洋の生物多様性の重要性が社会的に広く認識されるためにも有効（第 5

章 5.）。 

 


